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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ロール状の原反からシート材を引き出して載置面へ載置する延反装置において、
　上記シート材を、上記原反から引き出した引出長よりも大きい送出長だけ上記載置面へ
送り出すように形成された延反装置であって、
　上記載置面を有する延反テーブルと、
　上記原反を回動自在に支持する原反支持部と、
　上記原反からシート材を切り離すカッターと、
　上記原反支持部からの原反からシート材を引き出すと共に、引き出した上記シート材を
上記延反テーブルの載置面に載置する載置手段と
を備え、
　上記載置手段は、上記載置面の上方に配置され、上記シート材を原反から引き出す方向
において進退両方向に移動可能に形成された上端ローラーと、この上端ローラーに巻き回
されたコンベヤベルトとを有するコンベヤで形成され、
　　上記コンベヤベルトの搬送側がシート材を載せて原反から遠ざかる方向へ移動するこ
とにより、引出長のシート材を原反から引き出す引出運転と、
　　上記引出運転に続いて、上記上端ローラーが原反へ近づく方向へ移動すると共に回動
し、上記コンベヤベルトの搬送側が原反から遠ざかる方向へ付加長に相当する距離だけ移
動することにより、上記コンベヤベルト上のシート材を、上記引出長に付加長を加えた送
出長だけ送り出して上記載置面に移載する移載運転と
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を行うように形成されていることを特徴とする延反装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の延反装置において、
　上記付加長を変更可能に設定する設定入力部を備えることを特徴とする延反装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の延反装置において、
　上記設定入力部は、上記引出長の単位長さあたりの付加長を入力するように形成されて
いることを特徴とする延反装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれかに記載の延反装置において、
　上記載置面へ送り出すシート材に振動を与えることを特徴とする延反装置。
【請求項５】
　請求項１に記載の延反装置において、
　上記載置手段のコンベヤベルトの搬送側を加振する加振機を備えることを特徴とする延
反装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の延反装置において、
　上記上端ローラーの両端を回動可能に支持すると共に、上記載置面の両側縁に沿って移
動する２つのコンベヤキャリッジを備え、
　上記コンベヤキャリッジに、上記コンベヤベルトの搬送側を加振する加振機が取り付け
られていることを特徴とする延反装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の延反装置において、
　上記延反テーブルの載置面の両側縁に沿って移動する２つのカッターキャリッジと、
　上記カッターキャリッジの間に架け渡されたレール部材と、
　上記レール部材に沿って走行可能に取り付けられて上記カッターが内蔵されたカッター
ヘッドと
を備えることを特徴とする延反装置。
【請求項８】
　請求項６に記載の延反装置において、
　上記コンベヤキャリッジの間に架け渡されたレール部材と、
　上記レール部材に沿って走行可能に取り付けられて上記カッターが内蔵されたカッター
ヘッドと
を備えることを特徴とする延反装置。
【請求項９】
　請求項１に記載の延反装置において、
　上記載置面の下方に配置された下端ローラーと、
　上記上端ローラーと下端ローラーとを連結する連結ベルトと、
　上記連結ベルトを駆動して上端ローラーを移動させる連結ベルト駆動部とを備え、
　上記コンベヤベルトは、上記上端ローラーと下端ローラーとの間に掛け渡された無端ベ
ルトである
ことを特徴とする延反装置。
【請求項１０】
　請求項６に記載の延反装置において
　上記コンベヤキャリッジは、上記上端ローラーの両端を回動可能に支持する支持部材と
、この支持部材を上記載置面に対して接離方向に駆動する駆動手段とを有することを特徴
とする延反装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、シート材の収縮防止機能を有する延反装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　衣類の製造工程では、ロール状の原反から引き出された生地を裁断してパーツを作成し
ている。ロール状の原反は、布地が所定の張力を受けた状態で芯材に巻き取られて製造さ
れる。したがって、原反から引き出された直後の生地は張力が残留しており、この残留し
た張力が時間の経過に伴って解消することにより、生地が収縮する。生地の収縮が完了し
ないうちに裁断を行うと、裁断して得たパーツに収縮が生じ、寸法に狂いが生じる不都合
がある。
【０００３】
　このような不都合を防止するため、従来、生地を原反から繰り出す繰出し機構と、繰出
し機構から繰り出された生地を、その生地が自重により定位置で垂れ下がった状態を維持
しつつ一方向に送るための生地送り機構と、この生地送り機構によって送られる生地の垂
下り部分に空気を吹き付ける空気吹付け機構とを備えた生地特性安定化促進装置が提案さ
れている（特許文献１参照）。この生地特性安定化促進装置は、繰出し機構で原反から繰
り出された生地について、空気吹付け機構で生地の垂下部分に空気を吹き付け、これによ
り生じる振動で生地を収縮させて、裁断後の収縮を防止するようにしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－３２３７２１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１の生地特性安定化促進装置は、布地を垂下して風を吹き付け
るスペースが必要なので、大型化する問題がある。また、この生地特性安定化促進装置は
、生地送り機構により、生地が垂れ下がった状態を維持しつつ一方向に送りながら、空気
吹付け機構で生地に空気を吹き付けるので、生地を原反から繰り出して排出するまでに、
装置内に留まる長さが比較的大きい。したがって、少量生産に対応する等の理由により、
原反から繰り出す生地が比較的短い場合は、収縮防止処理を行うのが困難になる問題があ
る。また、生地特性安定化促進装置が生地を原反から繰り出して排出するまでに時間がか
かるので、原反を投入して裁断を開始するまでに時間がかかり、衣類の製造におけるサイ
クルタイムの延長を招く不都合がある。
【０００６】
　そこで、本発明の課題は、収縮防止機能を有して小型化が可能な延反装置を提供するこ
とにある。また、比較的少量のシート材でも収縮防止処理ができる延反装置を提供するこ
とにある。さらに、原反の投入から延反までを迅速に行うことができる延反装置を提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するため、本発明の延反装置は、ロール状の原反からシート材を引き出
して載置面へ載置する延反装置において、
　上記シート材を、上記原反から引き出した引出長よりも大きい送出長だけ上記載置面へ
送り出すように形成されたことを特徴としている。
【０００８】
　上記構成によれば、シート材が、ロール状の原反から引き出されて載置面へ載置される
際に、上記原反から引き出された引出長よりも大きい送出長だけ上記載置面へ送り出され
る。これにより、原反の製造時の張力が残留する状態で引き出されたシート材が、載置面
へ載置されるまでに、残留した張力の解消に伴って収縮する。したがって、シート材を、
収縮を防止した状態で載置面に載置することができる。
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【０００９】
　一実施形態の延反装置は、上記載置面を有する延反テーブルと、
　上記原反を回動自在に支持する原反支持部と、
　上記原反からシート材を切り離すカッターと、
　上記原反支持部からの原反からシート材を引き出すと共に、引き出した上記シート材を
上記延反テーブルの載置面に載置する載置手段と
を備える。
【００１０】
　上記実施形態によれば、原反支持部に支持された原反から、シート材が載置手段で引き
出される。原反から引き出されたシート材は、載置手段により、延反テーブルの載置面に
載置される。シート材は、原反から引き出された後から、載置面に載置されるまでの間に
、カッターで原反から切り離される。上記載置手段により、シート材が載置面に載置され
る際、上記原反から引き出された引出長よりも大きい送出長だけ上記載置面へ送り出され
るので、シート材の収縮が効果的に防止される。
【００１１】
　一実施形態の延反装置は、上記載置手段は、上記載置面の上方に配置され、上記シート
材を原反から引き出す方向において進退両方向に移動可能に形成された上端ローラーと、
この上端ローラーに巻き回されたコンベヤベルトとを有するコンベヤで形成され、
　　上記コンベヤベルトの搬送側がシート材を載せて原反から遠ざかる方向へ移動するこ
とにより、引出長のシート材を原反から引き出す引出運転と、
　　上記引出運転に続いて、上記上端ローラーが原反へ近づく方向へ移動すると共に回動
し、上記コンベヤベルトの搬送側が原反から遠ざかる方向へ付加長に相当する距離だけ移
動することにより、上記コンベヤベルト上のシート材を、上記引出長に付加長を加えた送
出長だけ送り出して上記載置面に移載する移載運転と
を行うように形成されている。
【００１２】
　上記実施形態によれば、載置手段の引出運転において、原反に連なるシート材の先端部
分がコンベヤベルトの搬送側に載置され、このコンベヤベルトの搬送側が原反から遠ざか
る方向へ移動することにより、シート材が原反から引き出される。上記コンベヤベルトの
搬送側の移動距離が制御され、引出長のシート材が原反から引き出される。この引出運転
に続いて、載置手段の載置運転において、上端ローラーが原反へ近づく方向へ移動すると
共に回動し、上記コンベヤベルトの搬送側が原反から遠ざかる方向へ付加長に相当する距
離だけ移動する。これにより、上記コンベヤベルト上のシート材が、上記引出長に付加長
を加えた送出長だけ送り出されて上記載置面に移載される。このように、載置手段により
、原反から引き出した引出長のシート材を、この引出長に付加長を付加した送出長だけ載
置面へ送ることができる。
【００１３】
　一実施形態の延反装置は、上記付加長を変更可能に設定する設定入力部を備える。
【００１４】
　上記実施形態によれば、原反から引き出して載置面に送り出すシート材について、引出
長に付加されて送出長を定義する付加長が、設定入力部によって変更可能に設定される。
すなわち、原反から引き出される引出長のシート材に生じる収縮量に相当する付加長が、
設定入力部によって変更可能に設定される。したがって、延反するシート材の種類に応じ
て、適切な収縮量を設定することができる。また、収縮量が明らかでない原反に対して、
設定入力部で、互いに異なる複数の付加長を入力して複数の条件を設定し、各々の条件で
延反を行って複数のシート材を載置面へ載置し、各々のシート材の収縮量を観察すること
により、この原反の収縮量を正確に特定することができる。
【００１５】
　一実施形態の延反装置は、上記設定入力部は、上記引出長の単位長さあたりの付加長を
入力するように形成されている。
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【００１６】
　上記実施形態によれば、設定入力部により、引出長に付加されて送出長を定義する付加
長が、上記引出長の単位長さあたりの長さとして入力される。したがって、シート材の収
縮割合に基づいて、載置手段によるシート材の送出長を設定することができる。
【００１７】
　一実施形態の延反装置は、上記載置面へ送り出すシート材に振動を与える。
【００１８】
　上記実施形態によれば、載置面へ送り出すシート材に振動を与えることにより、シート
材を効果的に収縮させて載置面へ載置することができる。
【００１９】
　一実施形態の延反装置は、上記載置手段のコンベヤベルトの搬送側を加振する加振機を
備える。
【００２０】
　上記実施形態によれば、原反から引き出されるシート材は、コンベヤベルトの搬送側に
載せられて、載置面に載置される。このコンベヤベルトの搬送側が、加振機で加振される
ことにより、この搬送側に載せられるシート材を効果的に収縮させて、載置面へ載置する
ことができる。
【００２１】
　一実施形態の延反装置は、上記上端ローラーの両端を回動可能に支持すると共に、上記
載置面の両側縁に沿って移動する２つのコンベヤキャリッジを備え、
　上記コンベヤキャリッジに、上記コンベヤベルトの搬送側を加振する加振機が取り付け
られている。
【００２２】
　上記実施形態によれば、載置手段を形成するコンベヤは、上端ローラーがコンベヤキャ
リッジによって回転可能に支持されると共に、載置面の両側縁に沿って移動させられる。
このコンベヤキャリッジに取り付けられた加振機により、コンベヤベルトの搬送側が加振
されるので、この搬送側に載せられるシート材を効果的に収縮させて、載置面へ載置する
ことができる。
【００２３】
　一実施形態の延反装置は、上記延反テーブルの載置面の両側縁に沿って移動する２つの
カッターキャリッジと、
　上記カッターキャリッジの間に架け渡されたレール部材と、
　上記レール部材に沿って走行可能に取り付けられて上記カッターが内蔵されたカッター
ヘッドと
を備える。
【００２４】
　上記実施形態によれば、２つのカッターキャリッジが延反テーブルの載置面の両側縁に
沿って移動し、これらのカッターキャリッジの間のレール部材に沿ってカッターヘッドが
走行する。これにより、上記カッターヘッドは、延反テーブルの載置面上を所望の位置に
走行できる。このカッターヘッドに内蔵されたカッターにより、原反から引き出されたシ
ート材を、所望の位置で切断して原反から切り離すことができる。
【００２５】
　一実施形態の延反装置は、上記コンベヤキャリッジの間に架け渡されたレール部材と、
　上記レール部材に沿って走行可能に取り付けられて上記カッターが内蔵されたカッター
ヘッドと
を備える。
【００２６】
　上記実施形態によれば、２つのコンベヤキャリッジが延反テーブルの載置面の両側縁に
沿って移動し、これらのコンベヤキャリッジの間のレール部材に沿ってカッターヘッドが
走行する。これにより、上記カッターヘッドは、延反テーブルの載置面上を、コンベヤの



(6) JP 6351527 B2 2018.7.4

10

20

30

40

50

上端ローラーに近接した所望の位置に走行できる。このカッターヘッドに内蔵されたカッ
ターにより、原反から引き出されたシート材を、載置面に載置される際に、所望の位置で
切断して原反から切り離すことができる。
【００２７】
　一実施形態の延反装置は、上記載置面の下方に配置された下端ローラーと、
　上記上端ローラーと下端ローラーとを連結する連結ベルトと、
　上記連結ベルトを駆動して上端ローラーを移動させる連結ベルト駆動部とを備え、
　上記コンベヤベルトは、上記上端ローラーと下端ローラーとの間に掛け渡された無端ベ
ルトである。
【００２８】
　上記実施形態によれば、コンベヤベルトが、載置面の上方の上端ローラーと、載置面の
下方の下端ローラーとに掛け渡されることにより、コンベヤベルト上のシート材を載置面
上に移す移載運転や、シート材をコンベヤ上の所定位置から他の位置へ搬送する搬送運転
や、上端ローラーに対する相対位置を保持したままシート材を移動させる移動運転を、容
易に行うことができる。
【００２９】
　一実施形態の延反装置は、上記コンベヤキャリッジは、上記上端ローラーの両端を回動
可能に支持する支持部材と、この支持部材を上記載置面に対して接離方向に駆動する駆動
手段とを有する。
【００３０】
　上記実施形態によれば、原反からシート材を引き出し、切り離して載置面に載置するこ
とを繰り返すことにより、載置面上にシート材を積み重ねて積層体を作成できる。このシ
ート材の積層体を形成するとき、上端ローラーの載置面からの距離が、コンベヤキャリッ
の支持部材を接離方向に駆動することにより調整される。詳しくは、シート材を移載する
積層体の表面と、コンベヤベルトとの間の距離を、積層体の厚みに応じて適切に調整する
。これにより、コンベヤベルトを、積層体と干渉することなく載置面上で移動させること
ができるので、所望の高さの積層体を安定して作成できる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】本発明の実施形態の延反積層装置を示す斜視図である。
【図２】延反積層装置の主要部分を示す模式断面図である。
【図３】延反積層装置のコンベヤの他端部分を示す断面図である。
【図４】延反積層装置のコンベヤの動作に関する部分を抜き出して示した模式図である。
【図５】収縮防止運転の制御に関する主要部分を示すブロック図である。
【図６】収縮防止運転の設定入力を受ける際の表示部の画面を示す図である。
【図７】延反積層装置のコンベヤが移動運転を行う際の動作を説明する模式図である。
【図８】延反積層装置のコンベヤが、収縮防止運転を伴う移載運転を行う際の動作を説明
する模式図である。
【図９】延反積層装置のコンベヤが搬送運転を行う際の動作を説明する模式図である。
【図１０】載置面上の積層体の厚さに応じたコンベヤ及びカッターユニットの動作を説明
する図である。
【図１１】変形例の延反積層装置が備えるコンベヤの他端部分を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　以下、本発明の実施形態を、添付の図面を参照しながら詳細に説明する。
【００３３】
　図１は、本発明の延反装置の実施形態としての延反積層装置を示す斜視図であり、図２
は延反積層装置の主要部分を示した模式断面図である。本実施形態の延反積層装置は、ロ
ール状の原反から、シート材としての布地を引き出し、所定長さに切断し、載置面に載置
する延反工程を行うものである。この延反積層装置は、複数の布地を連続して延反し、積
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み重ねて、布地の積層体を作成する積層機能を有する。この延反積層装置で作成された布
地の積層体は、裁断機に送られて裁断され、被服のパターンピースが作成される。
【００３４】
　図１に示すように、実施形態の延反積層装置１は、延反テーブル２と、シート材として
の布地３を取り扱う載置手段としてのコンベヤ４と、カッターユニット５と、原反支持部
６とで大略構成されている。この延反積層装置１は、原反支持部６に指示された原反３０
から布地３を引き出し、延反テーブル２の表面に設けられた載置面２０上に布地３を順次
積層して積層体３８を作成するものである。この延反積層装置１で形成された積層体３８
は、図示しないエアテーブルや、手作業により、この延反積層装置１の近傍に配置された
裁断機に供給される。
【００３５】
　この延反積層装置１は、原反３０から布地３を引き出して延反する際に、この原反３０
の製造時に付与された張力が布地３に残留してなる残留張力を解消し、延反の後に生じる
布地３の収縮を防止する収縮防止機能を有する。
【００３６】
　延反テーブル２は、概ね箱状のテーブル枠と、平面視においてテーブル枠の内側に配置
された矩形の板状の積層台４１を有する。この積層台４１の表面が、延反テーブル２の表
面に露出して、布地３を載置して積層体３８が作成される載置面２０となっている。延反
テーブル２の載置面２０上に、コンベヤ４によって布地３が原反３０から引き出され、所
定長さに切断されて載置される。このコンベヤ４の一端側に、原反３０を支持する原反支
持部６が設けられている。延反テーブル２には、コンベヤ４の動作を制御する制御部が内
蔵されている。
【００３７】
　図３は、コンベヤ４の他端部分を示す断面図である。コンベヤ４は、原反支持部６で保
持された原反３０から布地３を引き出し、この布地３が所定の長さに切断された後に、布
地３を積層台４１上の所定の位置まで必要に応じて移動させ、積載面１上に積層するもの
である。図３が示すコンベヤ４の他端部分は、載置面２０上に布地３を載置する際に、布
地３をコンベヤ４から載置面２０へ排出する側の部分である。
【００３８】
　このコンベヤ４は、載置面２０の上方で、この載置面２０の一端と他端とを結ぶ方向に
移動する上端ローラー８と、載置面２０の下方で、上記上端ローラー８の移動方向と平行
の方向に移動する下端ローラー１４を有する。以下、載置面２０に関し、一端と他端とを
結ぶ方向を長さ方向といい、長さ方向と直交する方向を幅方向という。上記上端ローラー
８と下端ローラー１４には、載置面２０の上方と下方の間を、この載置面２０の一端側を
経由して掛け渡された無端のコンベヤベルト７が巻回されている。無端のコンベヤベルト
７は、上端ローラー８及び下端ローラー１４を境に、載置面２０から遠い部分である搬送
側７ａと、載置面２０に近い部分である戻り側７ｂとに分けられる。コンベヤベルト７の
延反テーブル２の上方に表れる搬送側７ａに布地３が載置されて、この布地３の搬送や移
載等が行われる。無端のコンベヤベルト７は、上端ローラー８から原反支持部６の近傍ま
で実質的に水平に延在する上部水平部分と、上部水平部分に連なって略鉛直に延在する鉛
直部分と、鉛直部分に連なって下端ローラー１４まで実質的に水平に延在する下部水平部
分を有する。コンベヤベルト７の上部水平部分と鉛直部分との間は、搬送側７ａに接する
コンベヤローラー１６Ａと、戻り側７ｂに接するコンベヤローラー１６Ｃにより屈曲され
ている。コンベヤベルト７の鉛直部分と下部水平部分との間は、搬送側７ａに接するコン
ベヤローラー１６Ｂと、戻り側７ｂに接するコンベヤローラー１６Ｄにより屈曲されてい
る。コンベヤベルト７の鉛直部分と下部水平部分との間の搬送側７ａに接するコンベヤロ
ーラー１６Ｂに、コンベヤベルト７を駆動するコンベヤ駆動モーター１９が接続されてい
る。コンベヤ駆動モーター１９は、サーボモータで形成され、コンベヤローラー１６Ｂに
回転力を与え、又は、コンベヤローラー１６Ｂを回転不可に停止させるように形成されて
いる。このコンベヤ駆動モーター１９の出力軸にはクラッチが設けられ、このクラッチを
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切り替えることにより、コンベヤローラー１６Ｂを駆動又は停止し、或いは、コンベヤロ
ーラー１６Ｂを回転自在に解放するように形成されている。上端ローラー８は、延反テー
ブル２の両側に走行自在に配置されたコンベヤキャリッジ１０の上部プレート１１に、回
転軸の両端が軸支されている。下端ローラー１４は、延反テーブル２のテーブル枠内の両
側に移動可能に配置された下部プレート１５に、回転軸の両端が軸支されている。
【００３９】
　上端ローラー８と下端ローラー１４は、上部プレート１１が取り付けられたコンベヤキ
ャリッジ１０と、下部プレート１５とを介して、連結ベルト２１によって連結されている
。連結ベルト２１は、幅方向の両側のコンベヤキャリッジ１０と下部プレート１５を、各
々の側で接続するように、延反テーブル２内の幅方向の両側に配置されている。各々の連
結ベルト２１は、歯付きベルトで形成されている。各々の連結ベルト２１は、コンベヤキ
ャリッジ１０から載置面２０の他端の近傍まで実質的に水平に延在する上部水平部分と、
上部水平部分に連なって略鉛直に延在する鉛直部分と、鉛直部分に連なって下部プレート
１５まで実質的に水平に延在する下部水平部分を有する。連結ベルト２１の上部水平部分
と鉛直部分との間は、ベルトプーリー２２Ａにより屈曲されている。連結ベルト２１の鉛
直部分と下部水平部分との間は、ベルトプーリー２２Ｂにより屈曲されている。連結ベル
ト２１の鉛直部分と下部水平部分との間に接するベルトプーリー２２Ｂは、連結ベルト２
１の歯に噛み合う歯を有すると共に、幅方向の両側のベルトプーリー２２Ｂが互いに同期
軸で連結されている。これにより、幅方向の両側の連結ベルト２１，２１が、ずれを生じ
ることなく同期されて駆動されて、コンベヤキャリッジ１０と下部プレート１５が適切に
移動するように形成されている。このベルトプーリー２２Ｂに、連結ベルト２１を駆動す
るベルト駆動モーター２３が接続されている。ベルト駆動モーター２３は、サーボモータ
で形成され、ベルトプーリー２２Ｂに回転力を与え、又は、ベルトプーリー２２Ｂを回転
不可に停止させるように形成されている。
【００４０】
　なお、コンベヤベルト７を駆動するコンベヤローラー１６Ｂにコンベヤ駆動モーター１
９を接続し、連結ベルト２１を駆動するベルトプーリー２２Ｂにベルト駆動モーター２３
を接続したが、単一の駆動ユニットを設け、この駆動ユニットにクラッチ及び伝達機構を
介してコンベヤローラー１６Ｂとベルトプーリー２２Ｂを接続し、必要に応じてコンベヤ
ローラー１６Ｂとベルトプーリー２２Ｂを適宜駆動してもよい。
【００４１】
　一対のコンベヤキャリッジ１０は、延反テーブル２の両側の縁に沿って布地３の搬送方
向に移動可能に配置されており、上端ローラー８を、布地３の搬送方向及び鉛直方向に移
動可能に支持している。図３に示すように、コンベヤキャリッジ１０は、延反テーブル２
の両側の縁に設けられたレール４３に沿って移動する車輪４２，４２と、コンベヤ４の上
端ローラー８の端部を回転可能に支持する支持部材としての上部プレート１１を有する。
【００４２】
　上部プレート１１は、上端ローラー８に隣接して配置されたガイド部材としての布地案
内板１２の両端を支持すると共に、この布地案内板１２の表面に接離駆動される押え板１
３を駆動可能に支持している。上部プレート１１は、上下レール３１に沿って移動可能に
コンベヤキャリッジ１０に取り付けられている。コンベヤキャリッジ１０は、上部プレー
ト１１に連結されて鉛直方向に張設されたチェーン３４と、このチェーン３４に噛み合う
上スプロケット３３Ａ及び下スプロケット３３Ｂと、上スプロケット３３Ａに連結された
モーター３２を有する。上スプロケット３３Ａは、エンコーダ３５が接続されている。上
記モーター３２で上スプロケット３３Ａを回転してチェーン３４を駆動し、このチェーン
３４に連結された上部プレート１１を上下方向に駆動することにより、上部プレート１１
を載置面２０に対して接離駆動するように形成されている。エンコーダ３５で検出した上
スプロケット３３Ａの回転数に基づいて、上部プレート１１に取り付けられた上端ローラ
ー８の上下方向位置を検知するように形成されている。上部プレート１１は、コンベヤ４
が布地３の移載運転を完了する毎に、載置面２０上に載置した布地３の厚みだけ上昇する
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ように制御される。載置する布地３の厚みは、図示しない制御装置を介して予め入力する
ように形成されている。
【００４３】
　コンベヤキャリッジ１０は、上端ローラー８に巻回されたコンベヤベルト７の搬送側７
ａを支持する上部案内ローラー９Ａと、コンベヤベルト７の戻り側７ｂを支持する下部案
内ローラー９Ｂとの両端を回転自在に支持している。上端ローラー８が載置面２０に対し
て接離駆動されるに伴い、上部案内ローラー９Ａ及び下部案内ローラー９Ｂを支点として
、コンベヤベルト７の上端ローラー８と上部案内ローラー９Ａ及び下部案内ローラー９Ｂ
との間の部分の角度が変化するように形成されている。また、上端ローラー８が載置面２
０に対して接離駆動されても、コンベヤベルト７の上部案内ローラー９Ａ及び下部案内ロ
ーラー９Ｂよりもコンベヤローラー１６Ａ，１６Ｃ側の部分が、水平に保持されるように
形成されている。
【００４４】
　また、コンベヤキャリッジ１０は、コンベヤベルト７の搬送側７ａに振動を与える加振
機７１を備える。加振機７１は、図３に示すように、回転軸方向視において正方形断面を
有する角パイプで形成された回転体７２と、この回転体７２を回転駆動する回転体駆動モ
ーター７７を有する。回転体７２は、コンベヤベルト７の幅方向に横断する長さを有し、
回転軸が正方形断面の図心を通るように設けられている。この回転体７２は、コンベヤベ
ルト７の幅方向に峰を形成する角部が、コンベヤベルト７の搬送側７ａの内側面に接触す
るように、コンベヤベルト７の搬送側７ａと戻り側７ｂとの間に配置されている。この回
転体７２は、コンベヤキャリッジ１０の原反支持部６側の辺の上部に、水平方向に突出さ
れた支持アーム７１によって、回転可能に軸支されている。回転体駆動モーター７７は、
コンベヤキャリッジ１０の原反支持部６側の辺の下部に、水平方向に突出して設けられて
いる。上記回転体７２の回転軸に連結された従動側プーリ７３と、上記回転体駆動モータ
ー７７の出力軸に連結された駆動側プーリ７６とが、駆動ベルト７５で接続されている。
このコンベヤ４は、後に詳述するように、布地３を載置面２０へ移載する際に、収縮防止
運転を行う。このコンベヤ４が収縮防止運転を行う際に、加振機７１がコンベヤベルト７
の搬送側７ａを加振し、この搬送側７ａ上の布地３を振動させて、布地３の収縮を促進す
るように形成されている。
【００４５】
　カッターユニット５は、延反テーブル２の両側の縁に設置された２つのレールに沿って
走行する一対のカッターキャリッジ２５と、これら１対のカッターキャリッジ２５，２５
の間に掛け渡されて延反テーブル２の幅方向に延在するレール部材２６と、このレール部
材２６に沿って走行するカッターヘッド２４を備える。カッターユニット５は、布地３を
切断するカッター２７を内蔵している。カッターユニット５は、カッターキャリッジ２５
によって載置面２０の長さ方向に移動すると共に、カッターヘッド２４がレール部材２６
に沿って載置面２０の幅方向に移動することにより、延反テーブル２の載置面２０と平行
の面内に駆動される。
【００４６】
　原反支持部６は、延反テーブル２の一端の両側から長さ方向に張り出すように設置され
た一対のアーム３７と、このアーム３７の間に回転自在に支持された２つの支持ローラー
３６，３６を有する。この２つの支持ローラー３６，３６の間に原反３０を平行に配置す
ることにより、原反３０を回転自在に支持している。支持ローラー３６は、コンベヤ４上
に原反３０から布地３を引き出す際に、従動して回転してもよく、また、布地３を引き出
す量に応じて駆動装置で回転駆動されてもよい。
【００４７】
　図４は、コンベヤ４の動作に関する部分を抜き出して示した模式図である。図４に示す
ように、コンベヤ４は、側面視において、コンベヤベルト７と連結ベルト２１が載置面２
０を取り囲むように配置されている。コンベヤベルト７がコンベヤ駆動モーター１９で駆
動され、連結ベルト２１がベルト駆動モーター２３で駆動され、加振機７１が回転体駆動
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モーター７７で駆動されることにより、コンベヤ４が移動運転と、移載運転と、搬送運転
とを行う。特に、コンベヤ４は、移載運転において収縮防止運転を行う。
【００４８】
　図５は、収縮防止運転を行う際の制御に関する主要部分を示したブロック図であり、図
６は、収縮防止運転の設定の入力を受ける際に、表示部に表示する設定画面を示す模式図
である。
【００４９】
　図５に示すように、収縮防止運転の制御に関する部分として、延反テーブル２に内蔵さ
れた制御部１００と、この制御部１００に接続されたコンベヤ４のコンベヤ駆動モーター
１９及びベルト駆動モーター２３と、加振機７１の回転体駆動モーター７７と、操作者に
よって入力を受ける設定入力部としての入力部１０１と、設定内容を表示する表示部１０
２を備える。入力部１０１はテンキーで形成され、表示部１０２は液晶表示パネルで形成
されて、延反テーブル２に内蔵されている。なお、制御部１００，入力部１０１及び表示
部１０２は、汎用コンピュータで構成してもよい。
【００５０】
　収縮防止運転は、コンベヤ４が、原反３０から布地３を引き出してコンベヤベルト７の
搬送側７ａに載せた後、この搬送側７ａ上の布地３を載置面２０へ移載するとき、原反３
０から引き出した引出長よりも大きい送出長だけ布地３を載置面２０へ送り出すことによ
って行う。この収縮防止運転を行うに先立ち、コンベヤ４から載置面２０へ移載する際の
布地３の送出長を設定する。この送出長は、コンベヤ４が原反３０から引き出した引出長
に付加する付加長を、操作者から入力を受けて設定する。また、布地３をコンベヤ４から
載置面２０へ移載する際に、布地３を送り出す長さに付加長を付加する形態として、連続
的に付加するのか、又は、断続的に付加するのかを設定する。これらの設定を受けるため
、表示部１０２に図６に示すような設定画面を表示し、操作者に入力を促す。図６に示す
ように、付加長ボックス１０５へ、原反３０からの引出長の単位長さ当たりに付加する付
加長の入力を求める。また、付加長を付加する形態を決定するため、連続チェックボック
ス１０６及び断続チェックボックス１０７のいずれかの選択を求める。断続チェックボッ
クス１０７が選択された場合は、回数ボックス１０８へ、載置面２０への送出長の単位長
さ当たりに付加長を付加する回数の入力を求める。回数ボックス１０８へ入力された回数
に基づいて、１回当たりの付加長を付加長表示窓１０９へ表示する。
【００５１】
　図７は、コンベヤ４が移動運転を行う際の上端ローラー８側の端部の動作を説明する模
式図であり、図８は、コンベヤ４が移載運転及び収縮防止運転を伴う移載運転を行う際の
上端ローラー８側の端部の動作を説明する模式図であり、図９は、コンベヤ４が搬送運転
を行う際の上端ローラー８側の端部の動作を説明する模式図である。図７乃至９において
、紙面の右側が載置面２０の一端側であり、紙面の左側が載置面２０の他端側である。
【００５２】
　図７（ａ）及び（ｂ）は、コンベヤ４の移動運転を説明する図である。移動運転では、
上端ローラー８及び下端ローラー１４が回転を停止した状態で、上端ローラー８とコンベ
ヤベルト７が相対変位を生じることなく全体が移動する。図７（ａ）は、上端ローラー８
が載置面２０の一端から他端に向かって移動する様子を示している。延反テーブル２から
見ると、上端ローラー８が矢印Ｆで示す方向に移動すると共に、コンベヤベルト７の搬送
側７ａが、矢印Ｆと同じ矢印ａ１の方向に移動し、戻り側７ｂが矢印Ｆと同じ矢印ｂ１の
方向に移動する。すなわち、上端ローラー８と、コンベヤベルト７の搬送側７ａ及び戻り
側７ｂが、いずれも載置面２０の他端側に向かって移動する。図７（ｂ）は、上端ローラ
ー８が載置面２０の他端から一端に向かって移動する様子を示している。延反テーブル２
から見ると、上端ローラー８が矢印Ｋで示す方向に移動すると共に、コンベヤベルト７の
搬送側７ａが、矢印Ｋと同じ矢印ａ２の方向に移動し、戻り側７ｂが矢印Ｋと同じ矢印ｂ
２の方向に移動する。すなわち、上端ローラー８と、コンベヤベルト７の搬送側７ａ及び
戻り側７ｂが、いずれも載置面２０の一端側に向かって移動する。移動運転では、コンベ
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ヤ駆動モーター１９のクラッチが解放モードに切り替えられ、コンベヤローラー１６Ｂが
回転自在に解放されて従動可能となり、コンベヤベルト７が自由に移動可能になる。一方
、ベルト駆動モーター２３のクラッチが接続モードに切り替えられ、ベルトプーリー２２
Ｂに回転力が入力されて、連結ベルト２１が駆動される。連結ベルト２１でコンベヤキャ
リッジ１０が他端側に駆動されることにより、図７（ａ）に示すように、上端ローラー８
とコンベヤベルト７が矢印Ｆで示すように他端側に駆動される。一方、連結ベルト２１で
下部プレート１５が他端側に駆動されることにより、図７（ｂ）に示すように、上端ロー
ラー８とコンベヤベルト７が矢印Ｋで示すように一端側に駆動される。
【００５３】
　図８（ａ）は、移載運転を説明する図である。移載運転では、コンベヤベルト７の搬送
側７ａを固定した状態で、上端ローラー８が回転しながら載置面２０の他端から一端に向
かって移動すると共に、コンベヤベルト７の戻り側７ｂが移動する。延反テーブル２から
見ると、上端ローラー８が矢印Ｐで示す方向に移動すると共に、コンベヤベルト７の搬送
側７ａが停止する一方、戻り側７ｂが矢印Ｐと同じ矢印ｂ３の方向に移動する。すなわち
、上端ローラー８と、コンベヤベルト７の戻り側７ｂが、いずれも載置面２０の一端側に
向かって移動する。これにより、コンベヤベルト７の搬送側７ａに配置されていた布地３
が、この布地３を支持するコンベヤベルト７の搬送側７ａが上端ローラー８と共に一端側
に退去することにより、下方の載置面２０上に下降して載置される。移載運転では、コン
ベヤ駆動モーター１９のクラッチが接続モードに切り替えられ、コンベヤローラー１６Ｂ
が回転不可に保持されて停止状態となり、コンベヤベルト７の搬送側７ａが移動不可にな
る。一方、ベルト駆動モーター２３が起動され、ベルトプーリー２２Ｂに回転力が入力さ
れて、連結ベルト２１が駆動される。連結ベルト２１で下部プレート１５が他端側に牽引
されることにより、図８（ａ）に示すように、上端ローラー８とコンベヤベルト７の戻り
側７ｂが、矢印Ｐで示すように一端側に駆動される。
【００５４】
　図８（ｂ）は、収縮防止運転を伴う移載運転を説明する図である。収縮防止運転を伴う
移載運転では、図８（ａ）の移載運転のみを行う場合と比較して、コンベヤベルト７の搬
送側７ａを載置面２０の他端側へ移動させる点が異なる。すなわち、収縮防止運転を伴う
移載運転では、コンベヤベルト７の搬送側７ａを、図６の設定画面で設定した付加長に相
当する距離だけ載置面２０の一端から他端へ向かって移動すると共に、上端ローラー８が
回転しながら載置面２０の他端から一端に向かって移動し、コンベヤベルト７の戻り側７
ｂが載置面２０の他端から一端に向かって移動する。延反テーブル２から見ると、上端ロ
ーラー８が矢印Ｐで示す方向に移動すると共に、コンベヤベルト７の搬送側７ａが矢印Ｐ
と反対方向の矢印ａ３の方向に移動する一方、戻り側７ｂが矢印Ｐと同じ矢印ｂ３の方向
に移動する。すなわち、コンベヤベルト７の搬送側７ａが載置面２０の他端側に向かって
移動する一方、上端ローラー８とコンベヤベルト７の戻り側７ｂは、いずれも載置面２０
の一端側に向かって移動する。これにより、コンベヤベルト７の搬送側７ａに配置されて
いた布地３が、コンベヤベルト７の搬送側７ａの移動によって付加長の長さだけ余分に送
り出されると共に、この布地３を支持するコンベヤベルト７の搬送側７ａが上端ローラー
８と共に一端側に退去することにより、下方の載置面２０上に下降する。その結果、コン
ベヤベルト７の搬送側７ａ上に原反３０から引き出されて引出長をなして配置されていた
布地３が、付加長を付加した送出長だけ載置面２０へ送り出されて移載される。
【００５５】
　この収縮防止運転を伴う移載運転において、制御部１００が、設定された付加長の値と
、付加長を付加する形態に応じて、コンベヤ駆動モーター１９とベルト駆動モーター２３
の動作を制御する。すなわち、制御部１００は、コンベヤ駆動モーター１９を作動させて
コンベヤローラー１６Ｂを駆動し、コンベヤベルト７の搬送側７ａを移動させる。ここで
、付加長の付加の形態が連続的である場合、設定された付加長に応じた回転速度でコンベ
ヤ駆動モーター１９がコンベヤローラー１６Ｂを駆動し、連続的にコンベヤベルト７の搬
送側７ａを載置面２０の他端側へ移動させる。コンベヤベルト７の搬送側７ａの移動速度



(12) JP 6351527 B2 2018.7.4

10

20

30

40

50

は、上端ローラー８とコンベヤベルト７の戻り側７ｂの移動速度を引出長に対応付けた場
合、この引出長に付加するように設定された付加長に対応する速度に制御される。一方、
付加長の付加の形態が断続的である場合、送出長の単位長さ当たりに設定された付加回数
に応じて、上端ローラー８の移動速度によって特定される所定の引出長おきに、１回当た
りの付加長に応じた回転数だけコンベヤ駆動モーター１９を作動する。これにより、コン
ベヤローラー１６Ｂを駆動し、断続的にコンベヤベルト７の搬送側７ａを載置面２０の他
端側へ移動させる。付加長の付加の形態が連続的及び断続的のいずれの場合も、制御部１
００は、ベルト駆動モーター２３を作動させ、ベルトプーリー２２Ｂを回転駆動して連結
ベルト２１を、引出長に対応する速度で駆動する。これにより、連結ベルト２１で下部プ
レート１５を他端側に牽引することにより、図８（ｂ）に示すように、上端ローラー８と
コンベヤベルト７の戻り側７ｂが、引出長に対応する速度で、矢印Ｐで示すように一端側
に駆動される。こうして、上端ローラー８とコンベヤベルト７の戻り側７ｂを、引出長に
対応する速度で一端側に駆動すると共に、コンベヤベルト７の搬送側７ａを付加長に対応
する速度で他端側に駆動することにより、この搬送側７ａ上の布地３を、コンベヤ４から
載置面２０へ、引出長に付加長を付加した長さだけ載置面２０へ送り出すことができる。
【００５６】
　収縮防止運転を伴う移載運転において、制御部１００は、コンベヤ駆動モーター１９及
びベルト駆動モーター２３を制御してコンベヤ４のコンベヤベルト７の動作を制御すると
共に、回転体駆動モーター７７を制御して加振機７１の動作を制御する。すなわち、コン
ベヤ４が搬送側７ａ上の布地３を載置面２０へ移載する際、回転体駆動モーター７７を作
動させて回転体７２を回転駆動し、この回転体７２の角部をコンベヤベルト７の搬送側７
ａの内側面へ順次接触させる。これにより、コンベヤベルト７の搬送側７ａが振動し、こ
の振動が布地３に与えられ、布地３に残留していた張力の解消が促進される。
【００５７】
　図９（ａ）及び（ｂ）は、搬送運転を説明する図である。搬送運転では、上端ローラー
８が、載置面２０の長さ方向に停止した状態で回動し、コンベヤベルト７が駆動される。
図９（ａ）は、コンベヤベルト７が載置面２０の他端側から一端側に向かって駆動される
様子を示している。延反テーブル２から見ると、コンベヤベルト７の搬送側７ａが、他端
側から一端側に向かう矢印ａ４の方向に移動し、戻り側７ｂが一端側から他端側に向かう
矢印ｂ４の方向に移動する。図９（ｂ）は、コンベヤベルト７が載置面２０の一端側から
他端側に向かって駆動される様子を示している。延反テーブル２から見ると、コンベヤベ
ルト７の搬送側７ａが、一端側から他端側に向かう矢印ａ５の方向に移動し、戻り側７ｂ
が他端側から一端側に向かう矢印ｂ５の方向に移動する。搬送運転により、コンベヤベル
ト７の載置面２０上に位置する搬送側７ａに配置された布地３が、載置面２０の長さ方向
に搬送される。搬送運転では、コンベヤ駆動モーター１９のクラッチが接続モードに切り
替えられ、コンベヤローラー１６Ｂに回転力が入力されて、コンベヤベルト７が駆動され
る。一方、ベルト駆動モーター２３が停止制御され、ベルトプーリー２２Ｂが回転不可に
保持されて停止状態となり、連結ベルト２１が移動不可になる。コンベヤローラー１６Ｂ
でコンベヤベルト７の搬送側７ａが上端ローラー８から下端ローラー１４に向かって駆動
されることにより、図９（ａ）に示すように、コンベヤベルト７の載置面２０上に位置す
る搬送側７ａが、載置面２０の一端側に駆動される。一方、コンベヤローラー１６Ｂでコ
ンベヤベルト７の搬送側７ａが下端ローラー１４から上端ローラー８に向かって駆動され
ることにより、図９（ｂ）に示すように、コンベヤベルト７の載置面２０上に位置する搬
送側７ａが、載置面２０の他端側に駆動される。
【００５８】
　本実施形態の延反積層装置１は、コンベヤ４が上記移動運転、移載運転及び搬送運転を
行うことにより、原反３０から引き出した布地３を載置面２０に搬送及び移載して積層体
３８を形成する。図１０は、載置面２０に積層された積層体３８の厚さに応じたコンベヤ
４及びカッターユニット５の動作を説明する図である。図１０（ａ１）及び（ａ２）は、
載置面２０の表面又は表面近傍に布地３を載置する様子を示し、図１０（ｂ１）及び（ｂ
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２）は、載置面２０から中程度の厚みに形成された積層体３８の表面に布地３を載置する
様子を示し、図１０（ｃ１）及び（ｃ２）は、略最大の厚みに形成された積層体３８の表
面に布地３を載置する様子を示している。
【００５９】
　載置面２０上への積層体３８の形成を開始するとき、まず、原反３０からコンベヤベル
ト７上に布地３を引き出す原反引出工程を行う。原反引出工程では、原反３０から布地３
の先端部を手作業で引き出し、コンベヤベルト７の搬送側７ａの一端近傍の表面に置く。
このとき、コンベヤ４の上端ローラー８の長さ方向位置は、載置面２０の一端から他端ま
でのいずれでもよい。布地３の先端部がコンベヤベルト７の表面に載置されると、コンベ
ヤ４は搬送運転を行い、布地３の先端がコンベヤ４の他端の布地案内板１２まで搬送され
、これに伴って原反３０から布地３が引き出されて、コンベヤベルト７の搬送側７ａの表
面に布地３が敷かれる。布地３の先端が布地案内板１２まで搬送されると、押え板１３が
布地案内板１２の表面に向かって駆動され、布地３の先端部が布地案内板１２と押え板１
３で挟持されて固定される。布地３の先端部が布地案内板１２に固定されると、コンベヤ
４は移動運転を行い、図１０（ａ１）に示すように、布地案内板１２の先端を、載置面２
０上の積層体３８を形成すべき位置の他端縁である積層先端位置Ａ２１まで移動させる。
なお、布地３の先端部を布地案内板１２に固定する前に、柄合わせや、ほつれ等の欠陥部
を除去するために、布地３の端部をカッターユニット５により切断してもよい。また、原
反引出工程において、布地案内板１２を積層先端位置Ａ２１に配置しておき、原反３０か
ら引き出した布地３の先端部を、手作業で布地案内板１２まで運搬して固定してもよい。
すなわち、コンベヤ４の搬送運転を行わなくてもよい。
【００６０】
　続いて、コンベヤ４上の布地３を、カッターユニット５のカッター２７により切断位置
Ｔ１で切断する切断工程を行い、布地３を原反３０から切り離す。載置面２０の表面又は
表面近傍に布地３を載置する場合、上端ローラー８が載置面２０の近傍に降下されている
ため、図１０（ａ１）に示すように、コンベヤベルト７の上端ローラー８と上部案内ロー
ラー９Ａとの間の部分が載置面２０に対して傾斜している。このコンベヤベルト７の傾斜
部分に載置されている布地３の長さと、コンベヤベルト７の上部案内ローラー９Ａよりも
一端側の水平部分に載置されている布地の長さとの合計により、カッターユニット５のカ
ッターヘッド２４の位置を算出し、カッター２７による切断位置を決定する。切断工程に
おいて、布地３が原反３０から切り離された後、必要に応じて、布地３の柄合わせや歪み
の調整のために、操作者によってコンベヤベルト７上の布地３の形状や位置が整えられる
。
【００６１】
　切断工程の後、コンベヤ４上の布地３を載置面２０上に載置する載置工程を行う。すな
わち、布地案内板１２が積層先端位置Ａ２１に位置する状態で、コンベヤ４が移載運転を
行い、上端ローラー８が載置面２０の一端側に移動する。コンベヤ４が移載運転を行って
コンベヤ４上の布地３が全て載置面２０上に載置されると、図１０（a２）に示すように
、布地案内板１２は、積層先端位置Ａ２１から積層体の長さだけ一端側に隔てた積層基端
位置Ａ２２に達する。布地案内板１２が積層基端位置Ａ２２に達して布地３の移載が完了
したとき、コンベヤ４の移載運転を停止し、載置工程が完了する。載置工程が完了すると
、上部プレート１１の高さ方向位置を、移載した布地３の厚みだけ上昇させる。この載置
工程において、コンベヤ４が移載運転を行う際に、収縮防止運転を行う。これにより、載
置面２０上に載置する布地３について、コンベヤ４から移載する際に残留張力を解消でき
るので、載置面２０上に載置した布地３が収縮する不都合を防止できる。
【００６２】
　載置工程の後、布地案内板１２が積層基端位置Ａ２２に位置するコンベヤ４を積層先端
位置Ａ２１に戻すと共に、続いて積層する布地３を原反３０から引き出す継続引出工程を
行う。布地３の移載が完了し、積層基端位置Ａ２２に位置するコンベヤ４の布地案内板１
２の上には、続いて積層する布地３の先端が位置している。この状態でコンベヤ４は移動
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運転を行い、原反３０から布地３を引き出しながら、布地３を載置面２０の他端側に移動
させる。布地３の先端が、図１０（ａ１）の積層先端位置Ａ２１まで移動すると、コンベ
ヤ４は移動運転を停止し、継続引出工程が完了する。継続引出工程の後、上述の切断工程
と、収縮防止運転を伴う載置工程を行い、１つ前の載置工程で載置面２０上に載置した布
地３の上に、布地３を積層する。この載置工程において、コンベヤ４が収縮防止運転を行
うことにより、布地３を、残留張力が解消された状態で積層できる。
【００６３】
　図１０（ｂ１），（ｂ２）は、上記継続引出工程、切断工程及び載置工程を繰り返し、
積層体３８の厚みが最大値の半分程度に達したときの切断工程と、載置工程の様子を示す
図である。図１０（ｂ１）に示すように、積層体３８の厚みが増大することにより、コン
ベヤベルト７の上端ローラー８と上部案内ローラー９Ａとの間の部分の水平面に対する角
度が、図１０（ａ１）のときよりも減少している。これにより、カッター２７による切断
位置Ｔ２が、図１０（ａ１）の切断位置Ｔ１よりも載置面２０の一端側に移動している。
積層体３８の厚みが最大値の半分程度である場合においても、切断工程を行って載置工程
を開始する積層先端位置Ｂ２１と、載置工程が完了する積層基端位置Ｂ２２位置は、図１
０（ａ１）及び（ａ２）の積層先端位置Ａ２１及び積層基端位置Ａ２２と同じである。
【００６４】
　図１０（ｃ１），（ｃ２）は、積層体３８の厚みが最大値に達したときの切断工程と、
載置工程の様子を示す図である。図１０（ｃ１）に示すように、積層体３８の厚みが増大
値に達することにより、コンベヤベルト７の上端ローラー８と上部案内ローラー９Ａとの
間の部分が、水平となっている。これにより、カッター２７による切断位置Ｔ３は、図１
０（ｂ１）の切断位置Ｔ２よりも更に載置面２０の一端側に移動している。積層体３８の
厚みが最大値である場合においても、切断工程を行って載置工程を開始する積層先端位置
Ｃ２１と、載置工程が完了する積層基端位置Ｃ２２位置は、図１０（ａ１）及び（ａ２）
の積層先端位置Ａ２１及び積層基端位置Ａ２２と同じである。更に、コンベヤベルト７の
上端ローラー８と上部案内ローラー９Ａとの間の部分が水平であるので、布地３の切断位
置Ｔ３は、積層基端位置Ｃ２２と一致する。
【００６５】
　以上のように、本実施形態の延反積層装置１によれば、コンベヤ４から載置面２０へ布
地３を移載する際に、原反３０から引き出された引出長よりも大きい送出長だけ載置面２
０へ送り出すと共に、加振機７１で布地３を振動させる。したがって、布地３は、載置面
２０へ載置されるまでに、原反３０の残留張力が解消して収縮する。したがって、載置面
２０へ載置された後に布地３が収縮する不都合を、効果的に防止できる。また、この延反
積層装置１は、布地３の残留張力を解消しながら積層できるので、裁断後に収縮が生じな
い積層体３８を作成できる。すなわち、積層体３８の布地３に張力が残留したまま裁断を
行うことにより、裁断して得たパターンピースが、後に残留張力が解消されて収縮する不
都合を、効果的に防止できる。
【００６６】
　また、本実施形態の延反積層装置１によれば、コンベヤ４の上端ローラー８が載置面２
０に対して接離駆動可能に形成され、載置面２０上の積層体３８の厚みに応じて上端ロー
ラー８の高さを制御するので、布地３を積層体３８に移載するときに、積層体３８と干渉
することなくコンベヤベルト７を駆動できる。また、コンベヤベルト７から積層体３８の
表面に、布地３をずれることなく適切に移載できる。また、上端ローラー８が、載置面２
０からの距離を調整可能に形成されているので、延反テーブルの載置台を昇降するよりも
簡易な構造により、積層体３８の表面とコンベヤベルト７との間の距離を適切に調節でき
る。その結果、簡易な構造により、コンベヤベルト７に対する積層体３８の干渉や、布地
３を移載する際のずれを防止できる。
【００６７】
　上記実施形態において、延反積層装置１は、コンベヤベルト７の搬送側７ａを加振する
加振機７１を備えたが、加振機７１は無くてもよい。すなわち、コンベヤ４から載置面２
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０へ布地３を送り出す際に、加振機７１による振動は必須ではなく、引出長に付加長を加
えた送出長だけ載置面２０へ送り出すのみでもよい。
【００６８】
　また、加振機７１は、コンベヤキャリッジ１０の原反支持部６側の辺の上部に設けた回
転体７２を回転駆動し、この回転体７２の角部をコンベヤベルト７の搬送側７ａに順次接
触させて布地３に加振したが、加振機７１の構造はこれに限定されず、種々の形態に変形
可能である。また、コンベヤ４の上端ローラー８や上部案内ローラー９Ａを振動可能に形
成し、上端ローラー８や上部案内ローラー９Ａの上を布地３が通って移載されるときに、
上端ローラー８や上部案内ローラー９Ａが布地３を振動させてもよい。すなわち、コンベ
ヤ４の布地３を支持する側のローラー８，９Ａを、加振機として機能させてもよい。
【００６９】
　また、上記実施形態において、収縮防止運転の設定を行う際に、入力部１０１を通じて
、コンベヤ４が原反３０から引き出した引出長に付加する付加長を設定したが、この付加
長は、布地３の収縮量と一致するのが好ましい。しかしながら、原反３０を設置した当初
の運転時には、布地３の収縮量が不明である場合があり、この場合は、値の異なる複数種
類の付加長を設定し、各々の付加長で収縮防止運転を伴う移載運転を行って載置面２０に
布地３を移載し、移載後の各々の布地３の収縮量を観察する。複数の付加長を設定して移
載面２０に移載した布地３のうち、収縮が実質的に生じなかった付加長を採用することに
より、この原反３０に対して収縮を防止できる付加長を特定できる。このように、本実施
形態の延反積層装置１は、付加長を変更して設定可能であるので、種々の大きさの張力が
残留する原反３０について、収縮を防止できる適切な付加長を特定することができる。
【００７０】
　また、上記実施形態において、延反積層装置１は、載置面２０と平行な面内に駆動可能
なカッターユニット５を備え、積層体３８の厚みに応じてカッター２７による切断位置Ｔ
１，Ｔ２，Ｔ３を調節したが、カッター２７は、載置面２０と平行な面内に駆動可能でな
くてもよく、載置面２０の長さ方向の所定位置のみで作動するものであってもよい。
【００７１】
　また、延反積層装置１は、裁断装置を兼ねてもよく、例えばカッターユニット５が、載
置面２０上の布地３や積層体３８の裁断を行うように構成されてもよい。
【００７２】
　また、上記実施形態において、延反積層装置１は、コンベヤ４と分離して作動するカッ
ターユニット５を備えたが、コンベヤ４にカッターを内蔵してもよい。図９は、変形例の
延反積層装置が備えるコンベヤ４の他端部分を示す断面図であり、コンベヤキャリッジ１
０を内側から視た様子を示す図である。変形例の延反積層装置は、一対のコンベヤキャリ
ッジ１０に設けられて載置面２０に対して接離方向に駆動される一対の上部プレート１１
で、レール部材２６の両端を支持している。このレール部材２６に沿って、カッター２７
を内蔵したカッターヘッド２４が移動可能に設置されている。変形例の延反積層装置は、
コンベヤ４が布地３を原反３０から引き出し、布地３の先端を載置面２０の積層先端位置
に配置した後、収縮防止運転を伴う移載運転を行う。収縮防止運転を伴う移載運転により
、載置面２０上に布地３を移載すると、カッターヘッド２４がレール部材２６に沿って走
行しながらカッター２７で布地３を切断する。これにより、原反３０からコンベヤベルト
７上を連なっていた布地３が、原反３０から切り離される。変形例の延反積層装置によれ
ば、カッターヘッド２４をコンベヤキャリッジ１０の間に配置することにより、カッター
キャリッジ２５を削除して小型化と部品点数の削減を行うことができる。
【００７３】
　上記実施形態において、コンベヤ４は無端のコンベヤベルト７を有したが、有端のコン
ベヤベルトを用いてもよい。有端のコンベヤベルトを用いる場合、搬送側の端部と戻り側
の端部とを夫々個別のローラーに接続し、各々のローラーの巻出し量及び／又は巻き取り
量を調節することにより、移載運転や、搬送運転や、移動運転を行えばよい。
【００７４】
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　また、上記実施形態において、積層体３８を形成する延反積層装置を例示したが、布地
３を１枚のみ延反する延反装置についても本発明を適用することができる。
【００７５】
　また、上記実施形態において、裁断装置は、シート材としての布地３を裁断したが、皮
革や紙や樹脂等の他のシート材を裁断してもよい。
【符号の説明】
【００７６】
　１　延反積層装置
　２　延反テーブル
　３　布地
　４　コンベヤ
　５　カッターユニット
　６　原反支持部
　７　コンベヤベルト
　８　上端ローラー
１０　コンベヤキャリッジ
１１　上部プレート
１４　下端ローラー
１９　コンベヤ駆動モーター
２０　載置面
２１　連結ベルト
２３　ベルト駆動モーター
２４　カッターヘッド
２５　カッターキャリッジ
２６　レール部材
２７　カッター
３０　原反
７１　加振機
７２　回転体
７７　回転体駆動モーター
１００　制御部
１０１　入力部
１０２　表示部
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